
レッツＢｕｙあおもり新商品認定事業実施要綱 

 
（目的） 

第１ この要綱は、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 4 号の規定により県が随意契約

で調達できる新商品を認定し、県内外に広く情報発信することで、新商品開発や販路拡大を

支援する「レッツＢｕｙあおもり新商品認定事業」の実施に必要な事項を定める。 

 
（申請者の要件） 
第２ 本事業において認定を受けるために申請できる者は、次に掲げる要件のいずれかに該

当し、新商品を開発し製造する者とする。 

（１）県内に本店又は主たる事務所を有する者であること。 

（２）県内に工場又は事業場を有する者であること。 
（３）県内に住所を有する個人であること。 

 
（申請） 

第３ 認定を受けようとする者は、新商品の生産による新たな事業分野の開拓の実施に関す

る計画（以下「実施計画」という。）を記載した様式第１「レッツＢｕｙあおもり新商品認定

申請書」（以下「申請書」という。）を知事に提出するものとする。 

２ 前項の申請書には、次に該当する書類を添付しなければならない。 

（１）定款及び登記簿謄本（定款を有しない者にあっては、それに類するもの） 
（２）直近営業期間の営業報告書又は事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類

がない場合にあっては、最近一年間の事業内容等の概要を記載した書類） 

（３）第２第２号に該当する者にあっては、前２号に準じるもの 

（４）事業を営んでいない個人にあっては、今後予定する事業内容及び事業の用に供する資産

の概要を記載した書類 

（５）その他新商品の詳細がわかる資料（パンフレット、遵守すべき法令等を満たしているこ

とを証明する書類、特許等の取得を証明する書類等） 

 
（審査会） 

第４ 第３により提出された申請書について審査するため、レッツＢｕｙあおもり新商品認

定審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

 
（認定） 

第５ 知事は、第３の申請書の提出を受けたときは、審査会において、当該実施計画が第６の

認定基準に適合すると判断された場合に、認定する。 

２ 知事は、前項により認定したときは、当該申請者（以下「認定事業者」という。）に遅滞

なくその旨を通知し、様式第２「レッツＢｕｙあおもり新商品認定書」を交付する。又、認

定しないこととしたときは、その理由を明記し、申請者に通知する。 

３ 知事は、第１項の規定により認定したときは、様式第３「レッツＢｕｙあおもり新商品認

定台帳」に記載するとともに、認定した旨を公表するものとする。 
４ 認定期間は、認定日から起算して３年後の年度末までとする。 

５ 知事は、認定事業者から様式第４「レッツＢｕｙあおもり新商品認定期間延長申請書」の

提出を受けたときは、当該申請内容が第６の認定基準に適合する場合に、認定期間を２年に



限り延長する。 

 
（認定基準） 

第６ 実施計画が、次に掲げる基準のいずれにも適合するものであること。 

（１）当該実施計画に係る新商品が、既に企業化されている商品とは通常の取引において若し

くは社会通念上別個の範疇に属するもの又は既に企業化されている商品と同一の範疇に

属するものであっても既存の商品とは著しく異なる使用価値を有し、実質的に別個の範

疇に属するものであると認められること。 

（２）当該実施計画に係る新商品が、事業活動に係る技術の高度化若しくは経営の能率の向上

又は住民生活の利便の増進に寄与するものと認められること。 

（３）新商品の生産の実施方法並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法が、適切なもの

であること。 

（４）当該実施計画に係る新商品（医薬品、食品を除く。）が、概ね５年以内に開発されたも

のであること。 

２ 前項の要件を満たしている場合であっても、次のような場合には認定しない。 

（１）実施計画が公序良俗に反する場合又はそのおそれがあることが明らかな場合 

（２）実施計画が関係法令違反又はそのおそれがあることが明らかな場合 

 
（実施計画の変更） 

第７ 認定事業者は、第５の認定に係る実施計画を変更しようとするときは、あらかじめ様式

第５「レッツＢｕｙあおもり新商品実施計画変更承認申請書」を知事に提出し、承認を受け

なければならない。 

２ 知事は、前項の変更承認申請書が提出されたときは、変更の内容及び理由が適当であり、

変更後の内容が第６の認定基準に適合する場合に承認する。 

 
（認定の取消し） 

第８ 知事は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該認定を取消

すことができる。 

（１）実施計画に従って事業を実施しないとき 
（２）第２の申請者の要件に適合しなくなったとき 

（３）第６の認定基準に適合しなくなったとき 

（４）偽りその他不正の手段により認定を受けたことが判明したとき 

２ 知事は、前項の取消しをしようとする場合には、当該認定事業者の意見を充分に聴取する

ものとする。 

３ 知事は、第１項により認定を取消したときは、様式第６「レッツＢｕｙあおもり新商品認

定取消通知書」により通知する。 

４ 第１項の認定の取消しにより損失が生じたときは、その損失は認定事業者が負担する。 

 
（計画遂行状況報告書） 

第９ 知事は、必要があるときは、認定事業者に対して、計画年次ごとに様式第７「レッツ 

Ｂｕｙあおもり新商品実施計画状況報告書」を提出させることができる。 

 

 

 



（県の責務） 
第 10 県は、県の行う工事又は物品の調達において、第５の認定に係る新商品（以下「認定

新商品」という。）の性能、品質、数量、価格等について考慮し、優先的に選択するよう努め

るものとする。 

２ 県は、認定新商品に関する適切な情報の提供、広報活動その他必要な措置を講ずるものと

する。 

 
（認定新商品の評価） 

第 11 知事は、認定新商品を購入した県の機関から、様式第８「レッツＢｕｙあおもり新商

品認定事業 認定新商品の使用評価書」により当該認定新商品に係る報告を受けるものとす

る。 

２ 知事は、前項の報告のうち認定新商品の改善に資する事項を当該認定事業者に通知する

ものとする。 

 
（庶務） 

第 12 本事業の実施に関する事務は、経済産業部地域企業支援課において処理する。 

 
（その他） 

第 13 この要綱に定めるもののほか、本事業の実施に関して必要な事項は、別に定める。 

 

 
  附 則 

 この要綱は、平成１７年５月２日から施行する。 

 
  附 則 
 この要綱は、平成１８年４月１４日から施行する。 

 
  附 則 

 この要綱は、平成２２年６月３０日から施行する。 

 
  附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１１日から施行する。 

 
  附 則 

 この要綱は、平成２５年４月２６日から施行する。 

 
  附 則 
 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 
附 則 

 この要綱は、令和３年５月２０日から施行する。 

 
附 則 

 この要綱は、令和６年４月１０日から施行する。 



【様式第１】（第３関係） 

 

レッツＢｕｙあおもり新商品認定申請書 

 

  年  月  日 

 

  青森県知事           殿 

 

                住    所 

名    称 

                代表者職氏名                 

                電 話 番 号 

                                ＦＡＸ番号 

担当者職氏名 

担当者E-mail 

 

 レッツＢｕｙあおもり新商品認定事業実施要綱第３に基づき認定を受けたいので、別紙実

施計画書に下記書類を添えて申請します。 
 

新商品の名称 
 

新商品の具体的

な内容（用途な

ど） 

 

新商品の開発

(商品化)年月 

 

添 付 書 類 

 

 

１ 定款及び登記簿謄本（個人の場合は住民票記載事項証明書 ※マイナンバーが記載されてい

ないもの） 

２ 直近営業期間の営業報告書又は事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がな

い場合にあっては、最近一年間の事業内容及び事業用資産の概要を記載した書類）  

 

３ 県内に工場又は事業場を有する者にあっては、１、２に準じるもの 

 

４ 事業を営んでいない個人にあっては、今後予定する事業内容及び事業の用に供する資産の概

要を記載した書類 

 

５ 新商品のパンフレット等及び画像データ（JPEG/GIF/PDF形式のいずれか） 

 

６ 遵守すべき法令等を満たしていることを証明する書類、特許の取得等を証明する書類等 

 



実施計画書 

１．申請者の概要 

住   所 

※申請者住所が青森県外の場合、県内に有する工場又は事業場の住所を記載 

〒 

 

創業年月  資 本 金      千円 

業    種  従業員数       人 

株主構成 株主氏名 持株数 比率(%) 備考 

    

    

    

会社略歴 
 

 

 

 

 

 

現在の主

要事業内

容 

 

 

HP URL http:// 

E-mail 

（商品問 

合せ用） 

 

 

  

 

認定された場合、県ホームページ等で下記項目を公表することとなります。公表不可の項目が

ある場合、その項目及び理由を記載してください。 

公表項目： 事業者名 ／ 所在地 ／ 電話番号 ／ HP URL ／ E-mail アドレス ／ 創業年月 ／

業種 ／ 事業内容 ／ 新商品の概要 

   

公表不可項目                                     

公表不可理由                                      

 

（別紙） 



２．新商品の内容 

(１)新商品の新規性 

 

 

(２)既存品に対する優位性 

 ※競合・代替性のある既存品と比し、性能・効果・価格等優れている点を記載してください。 

 

 

(３)新商品の社会的有益性  

※ア・イ・ウのうち該当する項目(１項目以上)について説明してください。 

ア事業活動に係る技術の高度化に役立つ点 

 

 

 

イ事業活動に係る経営の能率の向上に役立つ点 

 

 

 

ウ住民生活の利便の増進に役立つ点 

 

 

(４)新商品の販売(予定)価格 

 

(５)新商品に関する公的機関等での性能試験評価等 

 

 

(６)新商品開発において活用した公的機関等の各種支援 

※補助制度・支援制度・認定制度・開発協力等の制度名、機関名、時期、金額等を記載してください。 

 

 

(７)新商品に関する産業財産権の取得状況  ※公開特許公報等の写しを添付してください。 

区分 登録(出願)番号 登録(出願）年月日 出願者所属氏名 特許等の名称 

     

     

     

(８)県の機関における使用方法の提案 



３．新商品の生産の目標、実施時期及び実施方法 

年  度 
(今年度から３年度) 

 年度  年度  年度 

実施内容    

生産(販売)目標数量    

雇用創出予定人数 
人 人 人 

生産の実施方法 

□ 自社生産 （生産場所：                 ） 

□ 一部生産を委託  □ 全て生産を委託 

【上記一部又は全て委託の場合】 

委託先名称： 

委託先住所：                   

委託内容： 

 

 

４．新商品の生産に伴う設備投資 

※土地、建物及び設備（リース設備を含む。）の取得に係る投資の内容。 

（本年度から３年度。ただし過年度に設備投資をした場合はその年度及び本年度から２年度。） 

（単位：千円） 

年度 
設 備 投 資 

所 要 資 金 額 

 

内        容 
 所要資金額 

名称・種類 数量 単 価 

年度 

     

    

    

小 計  

年度 

     

    

    

小 計  

年度 

     

    

    

小 計  

所要資金額 

合   計 

 
 

 

※内容については、機械装置等の具体的な名称、単価、数量、資金所要額を必ず記載してください。 
※過年度に新商品の生産に伴う設備投資をした場合にも記載してください。 
 
 



５．新商品の生産に必要な資金の額及びその調達方法（本年度から３年度） 

（単位：千円） 

区     分 年度 年度 年度 備 考 

《必要な資金の額》 

 
原 材 料 費 

    

構 築 物 費 
    

機 械 装 置 費 
    

工 具 器 具 費 
    

外 注 加 工 費 
    

技 術 指 導 受 入 費 
    

直 接 人 件 費 
    

そ の 他 経 費 
    

合   計 ① 
    

《資金の調達方法》                      

 
自 己 資 金 

    

借 入 （ 政 府 系 金 融 機 関 ） 
    

借 入 （ 民 間 金 融 機 関 ） 
    

投 資 
    

補 助 金 
    

そ の 他 
    

合  計 ② 
    

 

【記載方法】 
1.新商品の生産に該当する分のみを記載してください。 
2.資金の調達方法欄における「借入」「投資」については、備考欄に機関等の名称を記載してください。 
3.補助金を活用した場合には、具体的な補助制度について備考欄に記載してください。 

 4.合計①と合計②の額は、一致させてください。 
  



【様式第２】（第５関係） 



【様式第３】（第５関係） 

 

レッツＢｕｙあおもり新商品認定台帳 

 

認定

番号 
事業者名 

所在地 
創業年月 業種 事業内容 認定商品の概要 認定年月日 

電話番号 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        



【様式第４】（第５関係） 

 

レッツＢｕｙあおもり新商品認定期間延長申請書 

 

 

  年  月  日 

 

 

   青森県知事   殿  

 

住所 

名称 

代表者職氏名                  

電話番号 

ＦＡＸ番号 

 

担当者職氏名 

                                    担当者E-mail 

 

 

  年  月  日付けで認定を受けた下記商品について、レッツＢｕｙあおもり新商品認定

事業実施要綱第５第５項に基づき認定期間の２年間の延長を申請します。 

 

 

記 

 

 

・商品名     ［                          ］ 

・現在の認定期間 ［    年  月  日より    年  月  日まで］ 

・更新後の認定期間［                 年  月  日まで］ 

・申請理由 

 

 

 

 

 

 

 



 

１．新商品の内容（認定日以降の状況） 

(１)新商品の販売価格 

 

(２)新商品開発において活用した公的機関等の各種支援 

※補助制度・支援制度・認定制度・開発協力等の制度名、機関名、時期、金額等を記載してください。 

 

 

(３)新商品に関する産業財産権の取得状況  ※公開特許公報等の写しを添付してください。 

区分 登録(出願)番号 登録(出願）年月日 出願者所属氏名 特許等の名称 

     

     

     

 

２．新商品の生産の目標、実施時期及び実施方法 

年 度 

(延長申請年度及び次年度) 
 年度  年度 

生産(販売)目標数量 
  

雇用創出予定人数 
人 人 

生産の実施方法 

□ 自社生産 （生産場所：                  ） 

□ 一部生産を委託  □ 全て生産を委託 

【一部又は全て委託の場合】 

委託先名称： 

委託先住所： 

 

委託内容： 

 

 

３．新商品の生産等の実績（認定年度から３年度） 

     ※例）H28.10認定(認定期間H32.3.31まで)の場合、28、29、30年度実績について記載 

年 度   年度  年度    年度 

生産(販売)目標数量    

生産(販売)数量実績    

雇用創出予定人数 人 人 人 

雇用創出人数実績 人 人 人 

 



４．新商品の生産に必要な資金の額及びその調達方法（延長申請年度から２年度） 

 

（単位：千円） 

区     分 年度 年度 備 考 

《必要な資金の額》 

 
原 材 料 費 

   

構 築 物 費 
   

機 械 装 置 費 
   

工 具 器 具 費 
   

外 注 加 工 費 
   

技 術 指 導 受 入 費 
   

直 接 人 件 費 
   

そ の 他 経 費 
   

合   計 ① 
   

《資金の調達方法》                      

 
自 己 資 金 

   

借 入 （ 政 府 系 金 融 機 関 ） 
   

借 入 （ 民 間 金 融 機 関 ） 
   

投 資 
   

補 助 金 
   

そ の 他 
   

合  計 ② 
   

 

【記載方法】 
1.新商品の生産に該当する分のみを記載してください。 
2.資金の調達方法欄における「借入」「投資」については、備考欄に機関等の名称を記載してください。 
3.補助金を活用した場合には、具体的な補助制度について備考欄に記載してください。 

 4.合計①と合計②の額は、一致させてください。 

 

  



【様式第５】（第７関係） 

 

 

レッツＢｕｙあおもり新商品実施計画変更承認申請書 

 

 

  年  月  日 

 

 

 青森県知事      殿 

 

 

住所 

名称 

代表者職氏名                 

電話番号 

ＦＡＸ番号 

  

担当者職氏名 

担当者E-mail 

 

 

 

     年  月  日付けで認定を受けた下記新商品に係る実施計画について変更したい

ので、レッツＢｕｙあおもり新商品認定事業実施要綱第７に基づき申請します。 

 

 

記 

 

 

１．認定新商品名 

 

 

 

２．変更内容（変更の内容について、変更前と変更後を対比して記載すること。） 

 

 

 

３．変更理由 

  



【様式第６】（第８関係） 

 

 

レッツＢｕｙあおもり新商品認定取消通知書 

 

青 地 産 第   号 

                                                        年   月   日 

 

 

 

 住      所 

  名    称 

  代表者氏名              殿 

 

 

 

                                                  青森県知事       印 

 

 

 

 

     年  月  日付けで認定した下記新商品については、レッツＢｕｙあおもり新商

品認定事業実施要綱第８により、これを取り消します。 

 

 

 

記 

 

 

 

１．認定新商品名 

 

 

 

 

２．認定を取り消す理由 

  



【様式第７】（第９関係） 

 

レッツＢｕｙあおもり新商品実施計画状況報告書 

 

 

                     年  月  日  

 

青森県知事    殿 

 

 

住所 

名称 

代表者職氏名              

電話番号 

ＦＡＸ番号 

  

担当者職氏名 

担当者E-mail 

 

     年  月 日付けで認定を受けた下記新商品に係る実施計画について、    年度の遂行

状況を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．認定新商品名   

 

 

２．商品の生産状況について 

年度 生産(販売)目標数量 生産(販売)数量実績 
雇用創出 

予定人数 

雇用創出 

人数実績 

年度   人 人 

年度   人 人 

年度   人 人 

年度   人 人 

  年度   人 人 

 

 



県、市町村等の公的機関への認定新商品の販売実績（年度内成約分） 

購入した機関名 個数 契約額 

   

   

   

   

   

 

 

その他（県に対する要望、報告したい事項等） 

 

 

 

  



【様式第８】（第１１関係） 

  年  月  日 

 

地域企業支援課長  殿 

 

                            各機関の長 

 

 

レッツＢｕｙあおもり新商品認定事業 認定新商品の使用評価書 

 

１ 認定新商品名  

２ 企業名  

３ 購入した商品の

数量 

 

４ 設置箇所 
 

５ 使用開始時期    年  月  日 ６ 評価時期     年  月  日 

７ 商品へ期待した

効果 

 

８ 商品の使用評価 

 

９ 商品の改良点

等、参考意見 

 

10 評価担当者 

グループ等 
 

担当者職氏名 
 

電話番号 
 

 


